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「2015 年に粗鋼生産能力が 11.27 億トン存在したが，2018 年までに生産能力 1.55 億トンが
削減された」と発表している。しかし，11.27 億から 1.55 億を差し引いても，公式統計に





 解釈と補正の結果，2015 年末には最小で 12.67 億トン，最大で 13.22 億トン以上の能力
が存在していたこと，以後 3年間で 2.4-2.95億トンが削減されたこと，2018年の能力は 10.27
億トンだが，それ以上の可能性もあることが確認できた。 





JEL コード：L52, L61 
I はじめに 
 2016 年 2 月，中国国務院は「鉄鋼産業の過剰生産能力解消，困難脱却実現に向けた発展
に関する意見」を発布し（国務院，2016），第十三次五カ年規劃（2016-2020 年）中に，粗
鋼生産能力 1-1.5 億トンを削減する方針を定めた。2016 年 11 月に発表された工業和信息化
部（工信部）の「鉄鋼業調整・高度化規劃」（工信部, 2016）でも，2015 年末現在存在する
粗鋼生産能力 11.3 億トンのうち 1-1.5 億トンを削減して 2020 年に 10 億トン以下にすべき





減量置換の原則が定められた（工信部, 2015, 2017）。 
 以後，政府は能力削減に取り組み，2016 年に 0.65 億トン，2017 年に 0.55 億トン，2018
年に 0.35 億トン，合計 1 億 5500 万トン以上を 3 年で削減し，目標を達成したと発表した1。
この数値は，設備能力を除去した分から，新設された分を差し引いたネットの削減値であ
る。 









く 3 つにわけることができる。 
















委員会，2018 年 3 月 6 日（ http://www.ndrc.gov.cn/xwzx/xwfb/201803/t20180306_879030.html ）。国
家発展和改革委員会（2019）。中国鋼鉄工業協会（2019, p.47）。なお，国家発展和改革委員会ほか









企業の粗鋼生産能力は 2015 年末には 11.27 億トンであった2。工信部（2016）が削減の起
点として定めた 11.3 億トンとは，この規模以上企業の生産能力であった。11.27 億トンか
ら 1.55 億トンが削減されたのであれば，2018 年の能力は，9.75 億トンでなければならな
いが（図表 1１[３]），公表された 2018 年末粗鋼生産能力は 10.27 億トンであった（図表１
[２]）3。つまり，0.55 億トンに及ぶ差が発生しており（図表１[４]），公式統計上は削減実
績が 1 億トンに過ぎないように見えるのである。ちなみに粗鋼生産量と生産能力から稼働
率を計算すると，2015 年には 71.3%であったものが 2018 年には 90.4%に上昇した（図表１
[６]）。 
 1-1.5 億トンの削減を実行して稼働率を 80%に引き上げるという目標は，公式統計によっ
ても一応達成されたと言えるのであるが，1.55 億トン以上を削減したという発表と 1 億ト 
 
図表１ 過剰能力削減政策開始以後の生産能力・生産量と推定稼働率 
年 2015 2016 2017 2018 出典 
削減粗鋼生産能力（億トン）
［１］ 









11.27  10.73  10.37  10.27  国家統計局 
差(累積)［４］（億トン）  0.11  0.30  0.55  ［３］－［２］ 
粗鋼生産量（億トン）［５］ 8.04  8.08  8.71  9.28  国家統計局 
粗鋼生産能力稼働率（試算値）
［６］ 


























 第 1 に，統計上の技術的な問題である。既存企業が売上高の増加により規模以上企業に
なった場合，統計精度が上がったり，統計基準が変更されたりすることによって認識され
た場合があると思われる。例えば，2017 年の粗鋼生産実績は国家統計局（2018）では 8 億
3138 万 900 トンと発表されていたが，国家統計局（2019）では 8 億 7074 万 900 トンと大










3 公表値は 10 億 2692 万 9700 トンである。 
4 例えば 2016 年に河北省が提出した閉鎖対象設備リストを以下で確認できる。「河北省公示 2016 年
化解鋼鉄過剰産能企業及び装備名単」『能見』2016 年 8 月 26 日
（ https://www.nengapp.com/news/detail/741531 ）。 
5 以上の報告・検査のプロセスについては中国鋼鉄工業協会におけるインタビュー（2016 年 11 月 2
日，2017 年 11 月 15 日）。2017 年 11 月のインタビュー記録は，石油天然ガス・金属鉱物資源機構











 これらの理由により，2018 年統計において 0.55 億トン分の生産能力が，あらたに計上
されたものと考えられる。0.55 億トンのうち，どれほどが 2015 年にすでに存在しており，















しかし，少なくとも 2015 年時点で，認可された生産能力とは別に 1.4 億トンが存在し，そ
れがいったんは淘汰されたとみなすべきだろう。ただし，その後も地条鋼の残存・復活の
 
6 『日刊産業新聞』2019 年 4 月 11 日。 
7 賀梨萍「新一輪鋼鉄産能過剰剩即将到来？一季度粗鋼産量増長 9.9%」『澎湃新聞』2019 年 4 月 18
日（ https://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_3314699 ）。『日刊産業新聞』2018 年 2 月 14 日。 
8 工業和信息化部弁公庁「鋼鉄行業毒瘤“地条鋼”前面出清」2017 年 12 月 22 日












換を経て 2018 年に引き継がれた能力。「能力（2018 年追加）」とは，2016 年以後に新た








年 6 月 28 日）（ https://www.di38.com/a/zhengquan/16071.html ）。 
7 
 
 2015 年末には，以下の粗鋼生産能力が存在していた。（１）統計上の認可能力は 11.27
億トン存在した。（２）当時は統計上把握されていなかったが，2018 年の基準では認可さ
れる能力が，最大で 0.55 億トン存在していた。（３）当時から 2018 年に至るまで把握され 
ていない能力が存在している可能性があるが，その規模は不明である。（４）地条鋼の能力
が，統計外で少なくとも 1.4 億トン存在していた。これらを合計すると，実際には 13.22
億トン以上の能力が存在していたと見られる。 
 その後，以下の変動が生じた。（ａ）2015 年に統計上認識されていた能力の範囲内で，
1.55 億トンが削減された。この 1.55 億トンは，a-1)置換なしに閉鎖された設備の能力と，
a-2)能力置換によって閉鎖された旧設備の能力の合計から設置された新設備の能力を差し






能力の減少幅は 1 億トンと表示された。これは 2015 年末の横太実線から 2018 年末の横太
実線までに相当する。（ｄ）統計外に存在していた地条鋼が 1.4 億トン削減された。（ｅ）
これらを差し引きすると，削減幅は最小で 1.55-0.55+1.4=2.4 により 2.4 億トンであり，最
大で 1.55+1.4＝2.95 により 2.95 億トンである。図表 2 では 2015 年末の二重線から 2018 年
末の横太実線までの変化に相当する。 
 2018 年末には，以下の粗鋼生産能力が存在していた。（α)統計上の能力は 10.27 億トン






 以上をまとめると，2015 年末には最小で 12.67 億トン，最大で 13.22 億トン以上の能力
が存在しており，以後 3 年間で 2.4-2.95 億トンが削減され，2018 年の能力は 10.27 億トン
以上となったのである。そして，これらの他にも，把握されていないが今後認可されうる
能力と，認可され得ない地条鋼残存分が存在する可能性がある。中国政府は，統計内の認
























工業和信息化部（2015）「部分産能厳重過剰行業産能置換実施弁法」4 月 20 日。 
工業和信息化部（2017）「鋼鉄行業産能置換実施弁法」12 月 13 日。 
工業和信息化部（2016）「鋼鉄工業調整昇級規劃（2016-2020 年）」11 月。 
工業和信息化部原材料工業司（2018）「2017 年鋼鉄行業運行情況及 2018 年工作考慮」2018
年 2 月 7 日。 
国務院（2016）「国務院関于鋼鉄行業化解過剰産能実現脱困発展的意見」2 月 1 日。 
国家発展和改革委員会（2019）「関于 2018 年国民経済和社会発展計劃執行状況与 2019 年国
民経済和社会発展計劃草案的報告」3 月 17 日。 
国家発展和改革委員会・工業和信息化部・国家能源局（2019）「関关于做好 2019 年重点領
域化解過剰産能工作的通知」4 月 30 日。 
国家統計局編（各年）『中国統計年鑑』中国統計出版社。 
（注：『中国統計年鑑 2018』が 2019 年に発行されるように，年版と発行年は 1 年ずれる） 
中国鋼鉄工業協会（2019）『鋼鉄行業“十三五”煤控中期評価与后期展望』自然資源保護協
会。 
 
著者連絡先 nozomu.kawabata.b1@tohoku.ac.jp 
